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1 大阪府と東京都の人口、所得、税収の比較は 2015 年度春季実態調査（関西）における大阪府庁での聴き
取りを踏まえて、町田［2016］で分析している。東京都財政については、町田［2009］30～49 頁を参照の
こと。 
2 阿部［2015］217～221 頁。 






























大阪市に対して、特別区の面積は 2.8 倍、人口は 3.5 倍、人口密度は 1.2 倍になっている（表













  大阪市 東京都特別区 
人口（国勢調査人口、2015 年 10 月１日、人） 2,691,185 9,272,740 
人口（住民基本台帳人口、2017 年 1 月１日、人） 2,691,425 9,302,962 
人口増減率（2016 年１月１日～12 月 31 日、％） 0.37  1.06  
 うち自然増減率 -0.22  0.06  
   社会増減率 0.59  1.00  
老年人口比率（2015 年国勢調査、％） 25.3  22.0  
昼夜間人口比率（2015 年、％） 131.7  129.8  
面積（2015 年日、㎢） 225.21  627.57  
人口密度（2015 年国勢調査、人/ｋ㎡） 11,950  14,796  
用途別地価（１㎡当たり 100 円）：住宅地 2,400 11,394 
 2016 年７月：商業地 10,895 20,847 
個人所得水準（2013 年度、円） 3,255 (101.5) 4,307 (134.3) 
生活保護人員保護率（2015 年度、‰） 54.7  23.6  
注：個人所得水準は、納税者１人当たり個人住民税所得割・課税対象所得。（   ）内
は全国平均を 100 とする対全国格差指数。個人住民税所得割は前年度所得課税である







年から、特別区では 1997 年から人口増加に転じていることである3。 
大阪市の 2015 年の社会増加（市計 20,000 人）を行政区別にみると、1 位中央区（3,176 人）、
                                                     
3 人口の「都心回帰」については富田［2004］101～104 頁；東京における「都市回帰」については伊藤［2017］
44～52頁を参照のこと。 
－ 41 － 
2 位北区（2,861 人）、３位西区（2,770 人）と都心３区が上位を占めている（「大阪市統計書」
2016 年版）。特別区の 2016 年の社会増減をみると、実数（特別区計 55,698 人）では、世田谷
区が 9,246 人で１位、中央区が 6,645 人で２位、港区が 5,265 人で３位であり、人口規模が６万
人弱と小さい千代田区は 1,212 人で最下位である（「特別区の統計」2017 年版）。年初人口比で
社会増加率（特別区平均 1.05％）をみると、中央区が 4.67％で１位、港区が 2.16％で２位、千
代田区が 2.07％で３位であり、都心３区が上位を占めている。2016 年の社会増加を全国市区で


























－ 42 － 
国の集権的統治を国土の中枢地域において貫徹することを狙いとするこうしたシステムは、
































6 特別協議会（編）［2017］、20～23 頁による。 






























（表２参照）。大阪市の歳入総額は１兆 5,748 億円で特別区（３兆 7,281 億円）の 42％の規模で 
                                                     
7 戦前の六大市運動、戦後の五大運動を経て政令指定都市制度が創設される経緯については、東京市政調
査会（編）［2006］、小原隆治［2016］52～54 頁による。 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 45 － 



















  大阪市 特別区 
財政力指数 0.93  0.54  
実質収支比率 0.1 5.0  
公債費負担比率 26.2 2.8  
経常収支比率 100.1  79.3  
  (107.7) (79.3) 
注：１）特別区の財政力指数は、特別区財政調整交付金算定
上の基準財政需要額と基準財政収入額から算定。 










































－ 47 － 
表４ 普通会計負担の職員数 
  1 団体当たり（人） 人口千人当たり（人） 
  大阪市 特別区 大阪市 特別区 
一般職員 20,669 57,369 7.68  6.17  
 消防職員 3,447 － 1.28  － 
 消防職員を除く 17,222 57,369 6.40  6.17  
教育公務員 12,471 1,100 4.63  0.12  























                                                     
9 2017 年度の不交付団体は、菊池［2017］144～147 頁による。不交付団体は都道府県では東京都のみ１団
体、市町村では 75 団体である。市町村の不交付団体は、東京都の衛星都市、大規模工場立地市町村、大規
模発電所立地町村、有名保養地（軽井沢町等）が大半である。 































                                                     
10 井上［2002］では、各特別区に普通交付税を適用すると、2012 年度ベースで世田谷区、杉並区を含む 12
区が交付団体になると推計している（116 頁） 





 東京都特別区の市町村税では、特別区が徴収しているのは 1/3 で、都がその２倍にあたる 2/3
を徴収している（表６参照）。都徴収分を含めた市町村税の人口１人当たり収入額を比較すると、
表５ 普通交付税の基準財政需要額と基準財政収入額 
  １団体当たり（百万円） 人口１人当たり（円） 
  大阪市 特別区 大阪市 特別区 
基準財政需要額 553,355 1,591,726 205,599 171,089 
基準財政収入額 518,491 2,360,864 192,646 253,776 
注：基準財政需要額は臨時財政対策債発行可能額の振替後。 
出所：大阪市については総務省「普通会計決算カード」2016 年度、特別区については




実数（百万円） 人口１人当たり（円） 格差指数 
  大阪市 特別区 大阪市 特別区 大阪市 特別区 
市町村税計 660,087 3,128,618 246,159 339,856 100.0  138.1 
  特別区徴収分 － 1,008,264 － 109526 － － 
  都徴収分 － 2,120,354 － 230330 － － 
   うち調整三税 － 1,794,557 － 194878 － － 
個人住民税 141,174 920,685 52,646 100,012 100.0  190.0  
法人住民税＊ 132,907 626,720＊ 49,564 68,079 100.0  137.4  
固定資産税＊ 271,533 1,167,273＊ 101,260 126,799 100.0  125.2  
軽自動車税 1,320 2,872 492 312 100.0  63.4  
市町村たばこ税 31,225 84,030 11,644 9,128 100.0  78.4  
特別土地保有税＊ － 559＊ － 0 － － 
入湯税 － 255 － 28 － － 
事業所税＊ 26,825 100,889＊ 10,003 10,959 100.0  109.6  
都市計画税＊   225,471＊ 20,549 24,494 100.0  119.2  
注：１）＊は都が特別区域で徴収している市町村税。 
  ２）調整三税は都が特別区域で徴収している法人住民税、固定資産税、特別土地保有税の合計。 
  ３）人口は 2016 年１月１日の住民基本台帳登載人口（日本人＋外国人）。 
  ４）格差指数は人口１人当たり額の大阪市を 100 とした指数。 
出所：大阪市は「大阪市統計書」2016 年版、東京都は総務省「地方財政統計年報」2017 年版より作成。 
































                                                     
11「東京一極集中」と地方税収の地域間格差の関連については、町田［2016Ⅱ］10～26 頁を参照のこと。 
－ 51 － 
２位武蔵野市（東京都）、３位浦安市（千葉県）、17 位西宮市、25 位箕面市、28 位吹田市、30






































13 橋本［2011］147～165 頁。 
14 橋本［2011］69 頁。 





























                                                     
15 陣内［1985］37 頁。 
16 横山［2011］174 頁。 
17 丸山［2015］56 頁。 
18 専修大学社会科学研究所特別研究助成（2010～2012 年度）による実態調査として、自治体による就労
支援の先進地なっている豊中市を訪問した際の聴き取り調査結果による。町田［2012］3～４頁、町田［2015］
161～162 頁を参照のこと。  
－ 53 － 
各基礎自治体が公営住宅を実施するケースと比較して、特別区制は棲み分けを促進する






























している。そこで特別区の格差指数は高等学校費で 1.1、その他の教育費で 13.5 と著しく低い。 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 56 － 
表８ 普通会計の目的別歳出 
 
実数（百万円） 構成比（％） 人口１人当たり（円） 格差指数 
  大阪市 特別区 大阪市 特別区 大阪市 特別区 大阪市 特別区 
歳出総額 1,572,848 3,602,555 100.0 100.0 584,392 387,248 100.0 65.3 
総務費 77,808 445,784 4.9  12.4  28,910  47,919  100.0  165.8  
民生費 723,021 1,855,631 46.0  51.5  268,639  199,467  100.0  74.3  
 社会福祉費 157,295 430,779 10.0  12.0  58,443 46,306 100.0  79.2  
 老人福祉費 89,667 261,055 5.7  7.2  33,316 28,021 100.0  84.2  
 児童福祉費 168,242 705,362 10.7  19.6  62,510 75,821 100.0  121.3  
 生活保護費 307,579 458,067 19.6  12.7  114,281 49,239 100.0  43.1  
衛生費 77,959 262,474 5.0  7.3  28,966  28,214  100.0  97.4  
商工費 91,770 41,684 5.8  1.2  34,097  4,481  100.0  13.1  
土木費 161,914 368,332 10.3  10.2  60,159  39,593  100.0  65.8  
  土木管理費 2,915 47,657 0.2  1.3  1,083  5,123  100.0  473.1  
 道路橋りょう費 21,677 82,983 1.4  2.3  8,054  8,920  100.0  110.7  
  河川費 3,583 6,688 0.2  0.2  1,331 719 100.0  54.0  
 港湾費 14,542 － 0.9  － 5,403 － 100.0  － 
 都市計画費 82,522 195,287 5.2  5.4  30,661  20,992  100.0  68.5  
  街路費 13,589 20,527 0.9  0.6  5,049  2,217  100.0  43.9  
  公園費 10,766 69,865 0.7  1.9  4,000  7,510  100.0  187.7  
  下水道費 32,493 2,450 2.1  0.1  12,073  263  100.0  2.2  
  区画整理費等 25,674 102,343 1.6  2.8  9,539  11,001  100.0  115.3  
 住宅費 36,675 35,616 2.3  1.0  13,627  3,828  100.0  28.1  
 空港費 － 102 － 0.0  － 11 100.0  － 
消防費 38,110 36,473 2.4  1.0  14,160  3,921  100.0  27.7  
教育費 128,214 493,770 8.2  13.7  47,638  53,077  100.0  111.4  
  教育総務費 26,423 106,324 1.7 3.0 9,818 11,429 100.0  116.4  
 小学校費 32,963 151,893 2.1 4.2 12,247 16,327 100.0  133.3  
 中学校費 12,599 69,518 0.8 1.9 4,681 7,473 100.0  159.6  
 高等学校費 14,164 524 0.9 0.0 5,263 56 100.0  1.1  
 特別支援学校費 － 599 － 0.0 － 64 － － 
 幼稚園費 4,037 16,129 0.3 0.4 1,500 1,734 100.0  115.6  
 社会教育費 9,121 71,345 0.6 2.0 3,389 7,669 100.0  226.3  
 体育施設費等 4,964 35,139 0.3 1.0 1,844 3,777 100.0  204.8  
 学校給食費 9,428 42,298 0.6 1.2 3,503 4,547 100.0  129.8  
 大学費 14,515 － 0.9 － 5,393 － 100.0  － 
災害復旧費 － 191 ー 0.0  － 21 － － 
公債費 266,683 70,584 17.0  2.0  99,086  7,587  100.0  7.7  





－ 57 － 
表９ 一般行政経費（単独事業費）の目的別内訳―2016年度― 
 
  １団体当たり（百万円） １人当たり（円） 格差指数 
 
  大阪市 特別区 大阪市 特別区 大阪市 特別区 
 
児童福祉費 28,159 248,407 10,463 26,702 100.0  255.2  
民生費 老人福祉費 28,047 104,759 10,421 11,261 100.0  108.1  
 
災害救助費 190 100 11 70 100.0  15.3  
 
その他 51,170 191,052 19,013 20,537 100.0  108.0  
衛生費 清掃費 11,774 89,006 4,375 9,568 100.0  218.7  
 
清掃費を除く 24,838 75,908 9,229 8,160 100.0  88.4  
商工費   87,529 31,661 32,521 3,403 100.0  10.5  
土木費   17,162 72,239 6,377 7,765 100.0  121.8  
消防費   2,938 7,120 1,092 765 100.0  70.1  
教育費   57,722 194,530 21,447 20,910 100.0  97.5  
総務費   29,763 133,054 11,052 14,302 100.0  129.3  































抜本的な改革を指向して「特別区制度調査会」を立ち上げ、2005 年 10 月に第一次報告（『東京
























































                                                     
22 横浜市の「特別自治市」構想については、上林［2012］21～23 頁、28～29 頁による。 
23 大阪「都」構想については、高寄［2010］を参照のこと。財政面から分析したものとして、高寄［2014］、
森［2015］］がある。 
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